
  
1. 背景  
土浦市は人口およそ14万人を誇る、茨城県南地域の拠点

都市の一つである。霞ケ浦や筑波山麓周辺の自然環境や、
亀城公園とその周辺の歴史的資源を有する。また、常磐道
や、最近の上野東京ライン開業により、東京方面とのアク
セスは良好である。中心市街地においては駅前図書館の整
備など、にぎわい創出に向けた動きや、おおつ野地区への
協同病院移転による新たな拠点づくりに向けた動きがみら
れる。	 
しかし、土浦市内には活用しきれていない資源もある。

例えば、市の強みである自然景観や、中心市街地にある商
業施設モール505などがあげられる。今後、現在ある資源を
有効活用することが重要である。	 
	 

2. 全体構想  
上記のような背景と、今後の計画を踏まえ、目標都市

像を	 

「未来を照らすつちうライト」	 

とする。土浦市の有する、活用されていない資源に焦点
を当てるとともに、土浦の明るい未来を照らすことを目
標とする。	 
	 

3. 地区別構想  
1) 中心市街地地区  
①	 課題  
中心市街地にはかつて西友や丸井などといった、商業施

設が立地し、地域の顔となっていた。しかし、下高津にイ
オンモール土浦、つくば市のイーアスつくばやイオンモー
ルつくば、阿見町のあみプレミアムアウトレットなど、郊
外や周辺地域において大型商業施設が開店したことによ
って、商業の役割が中心市街地から周辺地域に移り、中心
市街地のにぎわい喪失につながったと考えられる。	 
土浦市が平成25年度に実施した市民満足度調査の結果

から、「中心市街地のにぎわい対策」と「駅前開発など中
心市街地の整備」の項目は重要な施策である。したがって、
中心市街地に人を呼び込み、にぎわいを取り戻すことが求
められる。	 

②	 将来像と施策  
衰退する土浦の顔である中心市街地に、発展時代のス

トックを活用してにぎわいを取り戻し、中心市街地を活性
化させる。実現に向けて、土浦立体公園整備及びそれに伴
う土浦高架道再整備事業を実施する。	 

	 
③	 施策の背景  
土浦高架道（以下、土浦ニューウェイ）は、1985年に

開催された筑波科学万博に合わせて建設された。中心市街
地北部においては、現在建設中の川口田中線が開通するこ
とにより、土浦ニューウェイはさらなる利用の低下が考え
られる。	 
	 
④	 実現方法  
施策では土浦駅東口までつながる土浦ニューウェイを

土浦駅の西側で降ろすとともに、高架道の一部を公園と
して転用する。公園はモール505と連結し、土浦市民の憩
いの場とする。	 
ニューヨークにあるハイラインの事例では廃線となっ

た鉄道高架橋を公園に転用した。これにより、周辺地域
の不動産価値の向上、雇用創出の効果が見られたことか
ら、高架橋の公園リノベーションは街ににぎわいをもた
らす可能性が十分考えられる。	 
費用便益分析を行った結果は表1のとおりである。費用

便益比は1を超えることから、事業は妥当であると考える。
国土交通省の改訂第2版大規模公園費用対効果分析手法
マニュアルに記されている基づき、効用関数法による間
接利用価値の計測により便益を計算に基づいて立体公園
の整備は着工から5年で便益が出る。また、JICA-STRADA
による交通シミュレーションから、高架道再整備におい
ては着工4年で便益を得ることができる。また交通量は増
加することから、土浦ニューウェイの有効利用につなが
ると考えられる。	 

	 
	 

	 
	 
	 
	 

	 

	 
	 

	 
2) 新治地区  
①	 課題  
土浦市新治地区は2015年4月1日時点の人口（住民基本台

帳人口ベース）は、8701人、高齢化率は31.1％である。新
治地区では近年、人口減少と少子高齢化の進行が問題とな
っている。また、土浦市生活安全課にヒアリングを行った
ところ、空き家対策特別措置法に基づいて調査した危険な
空き家の数は15件である。また小町の里の職員にヒアリン
グをしたところ、新治地区では空き家が多いとおっしゃっ
ていた。しかし実際には、市が把握している以上の空き家
が存在することが考えられる。長期的にはさらに増加する
ことが予想される。	 
	 
②	 将来像と施策  
少子高齢化の進む新治地区に若い世代が住み、空き家

が減少し、良好な環境を実現する。それに向けて、空き家・
自然・教育の3本柱で移住を促し、都心の子育て世代を誘
致する。	 
	 
	 

③	 施策の背景  
新治地区は、東京まで車で約1時間(高速道路利用)と近

く、筑波山麓の田園風景が広がる、自然豊かな場所である。
また農業体験やパラグライダーなど、普段なかなか体験で
きないアクティビティーができる場所である。	 
平成30年には現在の新治中学校の敷地に、地区内の3

つの小学校を統合した、小中一貫校の開校が予定されてい
る。小中一貫校はつくば市等で導入され、中1ギャップ(児
童が小学校から中学校に上がる際の環境の変化等により

生じるギャップに対し、ショックや大きな不安を感じるこ
と)が緩和されることや、9カ年の教育カリキュラムを組む
ことで柔軟に教育を行うことができるために、教育上のメ
リットが大きい。土浦市内とその周辺地域には土浦第一高
等学校や竹園高校、筑波大学などの教育施設がある。「都
心から地方への移住・交流の促進に関する報告書」によれ
ば、子育てや教育は移住の意思決定に重要な要素であると
のことである。	 
④	 実現方法  
空き家を使った移住希望者のためのおためし居住住宅

の導入することを提案する。おためし居住とは、移住希望
者が希望先の地域において、空き家などを使ったモデルハ
ウスで1週間から1か月程度試験的に移住することである。
平成20年度に総務省が実施した「都市部から地方への移
住・交流の促進に関する報告書」によれば、おためし居住
をすることによって、移住希望地域への移住・交流意欲が
増すとのことである。	 
  
3) おおつ野地区  
①	 課題  
現在、おおつ野地区は住宅の分譲が行われ、子育て世代

とその子供が多く住んでいる。若い世代の入居により年齢
層に偏りが見られ、将来、オールドタウン化することが懸
念される。また、現在建設中の住宅に対し、周辺には比較
的古い集落やレンコン畑がある。新しく開発されるまちと
既存の集落には交わりがなく、両者をつなぐ地域が一体化
したコミュニティが存在していない。	 
②	 将来像と施策  
おおつ野地区においては、一斉入居による大量の定住

化から将来危惧されるオールドタウン化を防ぐとともに、
おおつ野ヒルズ内と周辺地域の両者にまたがるコミュニ
ティの構築が求められる。	 
まず医療関連産業を誘致することで雇用を創出する。

病院だけではなく、医療機器を開発する企業や医薬品開発
を行う企業などを誘致する。次に、医療に関わる人々（医
系企業の従事者、医療従事者、看護学生など）に対して住
居を整備する。整備するのは戸建賃貸やアパートで、医療
従事者や学生など比較的定住しない人を対象とする。これ
により人の入れ替わりを創出する。さらに既存集落と建設
中のおおつ野ヒルズとを結ぶコミュニティを創出し、地域
が一体となるような交流の仕組みを構築する。医療を生か
した交流を主とし、医療系従事者と住民の交流の場の提供、

健康や応急処置などの講座、病院でのコンサートなどが挙
げられる。	 
③	 施策の背景  
おおつ野地区には現在、真鍋にある土浦協同病院と看

護学校が2016年3月に移転する。協同病院はおおつ野地区
について、医療環境経済都市「メディカル・エコタウン」
構想を掲げている。	 

	 
表1	 天空公園整備による費用便益分析結果	 

   総便益  
(百万円)  

総費用  
(百万円)  

費用便益比
(B/C)  

立体公園整備   5194.93   1060.16   4.90  

高架道再整備   15217.28   1588.83   9.58  
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写真2	 新治地区にある空き家(2015年12月3日撮影)	 

写真3	 新土浦協同病院(2015年12月10日撮影)	 

図2	 JICA-STRADAによる土浦ニューウェイの天空公園化による	 

交通量の分析結果	 

写真1	 土浦ニューウェイ	 (2015年12月10日撮影)	 

図1	 土浦ニューウェイ天空公園化イメージ	 



また、おおつ野は業務商業系用地、住宅地ともに分譲中
である。私たちは現在ある分譲地を使って、「メディカル・
エコタウン」構想を拡大する形で提案を行い、またおおつ
野ヒルズ内外を結びつける。	 

	 
	 

4) 荒川沖地区  
① 課題  
JR荒川沖駅前にある商業施設「さんぱる」は2015年1月

に閉店した。現在、施設は使用されずに放置された状態で
あり、周辺環境に悪影響をもたらしていることが懸念され
ている。具体的には放置自転車や、屋上駐車場跡に不法侵
入された形跡がある。駅と直結し、活用できる可能性を持
つ施設が放置されていることが地区の課題である。	 
	 

② 将来像と施策  

荒川沖駅前の顔である「さんぱる」を活用することに
よって、駅前のにぎわいを創出する施設とする。ターゲッ
トは高齢者と荒川沖駅の利用者とし、高齢者が住むことだ
けではなく、働くこと、利用することができる施設とする。	 
用途として、3階は高齢者向け住宅、2階はドラッグス

トア、1階は書店やカフェ、高齢者が出店する小規模チャ
レンジショップとする。商業施設から主として高齢者向け
の複合施設に転用した事例としてこらっせ新庄（山形県新
庄市）がある。ここは商業施設だった建物を用途変換した。
1階を商業用途、2階から3階を高齢者向け住宅、4階に子育
て支援施設、5階にスポーツクラブを入れている。	 
	 
③ 施策の背景  
土浦市において、将来高齢化率が増加することが考え

られる。2015年4月1日時点の高齢化率は25.7％（人口14万
4532人）である。コーホート要因法による分析では、2040
年には33.2％（人口11万1480人）になる。	 
	 

また、荒川沖駅は交通結節点機能を持つ。2015年3月に
は上野東京ライン開業による、常磐線の東海道線への直通
が開始し、東京駅や品川駅へのアクセス性が向上した。荒
川沖駅からは土浦駅西口やつくば市、茨城県立医療大学
（阿見町）などへ向かうバスも出ており、交通の要所とし
ての機能を持つ。交通面と合わせると、他の町への移動が
容易であるとともに、東京方面からも容易にアクセスがで
きる。	 
	 

	 
4. まとめ  

各地区の地区別構想と、土浦市全体の構想は以下
の通りである。	 
	 

1) 中心市街地地区  
   中心市街地は土浦ニューウェイの天空公園化と新
設される図書館など、土浦駅とリンクすることを通
して賑わいのある中心市街地にする。  

2) 新治地区  
   新治地区の強みである自然を生かし、問題となって
いる空き家と新設される小中一貫校を組み合わせ、
地域全体が生き生きと暮らすことのできる地区とす
る。	 

3) おおつ野地区  
	 来年3月に開院する新・土浦協同病院を核とした、
メディカル・エコタウン構想に合わせた、医療を中
心とした雇用、さらには周辺地域とのまじわりを形
成する地区とする	 

4) 荒川沖地区  
	 交通結節点という利点を活かし、さんぱるを活用
した高齢者と駅の利用者をターゲットとした施設に
より、にぎわいを創出する地区とする。	 
	 

5) 土浦市全体構想  

	 土浦市が持っている、活かし切れていない資源に
スポットを当てて、将来も希望を持てる、明るい都
市とする。	 

  
5. 今後の方針  
1) 実現可能性の検討  

例えば土浦ニューウェイの天空公園計画につい
ては、地上を走る道路との結節場所など、立案する
政策の実現可能性について検討する。また、失敗・
成功それぞれの事例を研究して、提案の参考にする
とともに、政策の妥当性を検討する。	 
また、整備の手法や詳細な費用対効果の検証、事

業関係者の洗い出し等を行いたい。  
2) 追加ヒアリング  

おおつ野の地区の協同病院計画においては、病院
のみならず、関係各所に対するヒアリングを実施し、
提案の参考にしたい。  

	 
6. 調査でお世話になった方々  
・土浦市生活安全課	 古谷様	 
・筑波大学	 芸術系教授	 鈴木様	 
・筑波大学	 鈴木研究室の皆様	 
・小町の里職員	 瀧澤様	 
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図3	 おおつ野地区の業務商業系と住宅の分譲地	 

写真4	 さんぱる前の放置自転車(2015年10月23日撮影)	 

図4	 土浦市の人口・高齢化率の推移と予測	 


